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東京の流通産業の現状と変化
（既存統計分析）
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第1章 都内人口と消費支出の動向

流通産業が東京に立地するメリットとしては、人口の集積を背景としたマーケットの巨大性があ
げられる。この章では、東京における人口の推移や、世帯数・1世帯当たり人員の変化等をみていく。
また、都民の消費支出の費目構成の推移、世帯主の年齢別費目構成、世帯人員別消費支出割合等を
みることによって、東京の消費動向の特徴を明らかにしていく。

第１節　東京の人口と世帯数の変化

１　東京の人口特性
（１）　居住人口
平成25年度の東京の人口は1,330万人で、全国の人口（12,730万人）の10.4％を占めている。また、人口密度は1

ｋ㎡当たり6,321人で全国（337人）の18.8倍となっており、人口、人口密度とも全国一である。

【図表Ⅰ－１－１】　都道府県の人口（上位５位）と人口密度【図表Ⅰ－１－１】都道府県の人口（上位５位）と人口密度

資料：総務省統計局「国勢調査報告」

東京都

神奈川県

大阪府

愛知県

埼玉県

全　国

人口（平成25年度）

（万人）

 1,330 10.4 6,321 18.8 

 908 7.1 3,758 11.2 

 885 7.0 4,654 13.8 

 744 5.8 1,455 4.3 

 722 5.7 1,917 5.7 

 12,730 100.0  337 1.0 

割合（％）

人口密度（平成25年度）

（1ｋ㎡当たり人数） 倍率（倍）

（注）	人口密度は、「人口推計」の人口を、「全国都道府県市区町村別面積調」の面積で除して算出。
資料：総務省統計局「人口推計（平成25年10月１日現在）」
　　　国土交通省国土地理院「平成25年全国都道府県市区町村別面積調」
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（２）　昼夜間人口
平成22年の東京の昼間人口は15,576千人で、平成7年の14,572千人から、15年間で1,004千人の増加となっている。

地域別にみると、市町村部では平成7年から一貫して増加しているほか、区部も平成17年以降、増加傾向となっ

ている。

また、平成22年の夜間人口は13,159千人で、平成7年の11,735千人から1,424千人の増加となっている。昼間人口

よりも夜間人口の伸びが高いことから、流入超過数（昼間人口－夜間人口）は減少傾向にある。

【図表Ⅰ－１－２】　地域別昼間・夜間人口

資料：東京都総務局「東京都の昼間人口」

【図表Ⅰ－１－２】地域別昼間・夜間人口

資料：東京都総務局「東京都の昼間人口」

総数

区部

市町村部

総数

区部

市町村部

総数

区部

市町村部

平成7年
（実績）

平成12年
（実績）

平成17年
（実績）

平成22年
（実績）

（単位：千人）

昼　間

夜　間

流入超過

 14,572 14,667 14,978 15,576

 11,191 11,125 11,285 11,712

 3,380 3,542 3,693 3,865

 11,735 12,017 12,416 13,159

 7,935 8,092 8,352 8,946

 3,800 3,925 4,064 4,214

 2,837 2,650 2,562 2,417

 3,256 3,033 2,933 2,766

 △419 △383 △371 △349
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２　東京の人口推移
（１）　全国の人口
全国の人口の推移をみると、平成19年から平成22年までは128,000千人を超えて推移していたが、平成23年に前

年比で0.2％の減少となった。平成24年、25年も減少が続いている。

【図表Ⅰ－1－３】　全国の人口と増減率の推移

（２）　東京の人口
東京の人口は平成18年以降、増加を続けており、平成21年には13,000千人を超えている。増加率は、平成23年、

24年には0.3％とやや低くなったが、平成25年には0.5％に上昇している。

【図表Ⅰ－1－４】　東京の人口と増減率の推移

（注）	各年の人口は、当該年の10月1日現在の人口。
資料：総務省統計局「人口推計」

【図表Ⅰ－１－３】全国の人口と増減率の推移

資料：総務省統計局「人口推計」
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資料：総務省統計局「人口推計」

【図表Ⅰ－１－４】東京の人口と増減率の推移
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（３）　地域別の人口
東京の地域別の人口をみると、平成18年から平成26年にかけて、区部及び市町村部のいずれにおいても、一貫

して増加を続けている。平成18年と平成26年を比べると、区部では9.3％、市町村部では4.7％の増加となっている。

【図表Ⅰ－1－５】　地域別人口の推移

（４）　年齢別の人口
東京の年齢（3区分）別の人口をみると、年少人口、老年人口ともに一貫して増加している。平成18年と平成

26年を比べると、年少人口は1,452千人から1,550千人へと6.7％増加し、老年人口は2,249千人から2,845千人へと

26.5％増加した。　

人口割合でみると、年少人口割合は平成18年以降ほぼ横ばいとなっているが、老年人口割合は平成18年の

18.4％から、平成26年には21.6％まで増加している。

【図表Ⅰ－１－６】　年齢（３区分）別人口の推移

資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年1月1日現在）

【図表Ⅰ－１－５】地域別の人口

資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2019平成18年

8,248 8,319 8,388 8,451 8,503 8,542 8,575
8,952 9,016

3,999 4,020 4,046 4,066 4,089 4,105 4.111 4,179 4,186

21 22 23 24 25 26

（千人）

区部 市町村部

（注）人口総数から年齢不詳者を除く。
資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年1月1日現在）

【図表Ⅰ－１－６】人口総数と年齢（３区分）別人口

（注）人口総数から年齢不詳者を除く。
資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年1月1日現在）
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３　東京の世帯推移
（１）　東京の世帯数
東京の世帯数は、平成18年以降、一貫して増加しており、平成26年には6,700千世帯となっている。区部、市町

村部ともに増加傾向にあるが、増加率は区部が市町村部を上回っている。

【図表Ⅰ－１－７】　世帯数の推移

（２）　世帯人員
一世帯あたりの人員をみると、平成18年以降、一貫して減少しており、平成26年には1.97人となっている。区部、

市部、町村部の各地域別にみてもそれぞれ減少傾向にある。

【図表Ⅰ－１－８】　一世帯あたり人員の推移

資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年１月１日現在）

【図表Ⅰ－１－7】世帯数の推移

資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
　　　各年１月１日現在
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資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年１月１日現在）

【図表Ⅰ－１－8】一世帯あたり人員
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第２節　都民の消費支出動向

１　消費支出の推移
平成25年の都内世帯の「１世帯当たり年平均１か月間の消費支出」は、333,423円となっている。平成2年以降

の消費支出の推移をみると、平成4年をピークに概ね減少傾向にあり、平成23年には314,480円となったが、その

後は2年連続で上向いている。対前年増加率をみると、平成3年が最も高くなっているが、平成5年以降はマイナ

スの年が多くなっている。東日本大震災のあった平成23年は平成2年以降で最大の減少率となったが、平成24年、

25年は増加に転じている。

【図表Ⅰ－１－９】　消費支出と対前年増加率の推移

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告）」（平成25年）

【図表Ⅰ－１－９】消費支出額と消費支出額対前年比の推移

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告）」（平成22年）
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消費支出を費目別構成比でみると、「被服及び履物」は平成2年から平成4年まで7％を超えていたが、その後徐々

に減り、平成25年には4.6％となっている。逆に「交通・通信」は平成13年まで10％以下であったが、平成14年以

降は10％を超えている。また「保健医療」も、平成2年には3.0％であったが、平成15年以降4％を超え、平成25年

は4.7％となっている。

【図表Ⅰ－１－１０】　消費支出の費目別構成比の推移
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図表Ⅰ－１－10　消費支出の項目別構成比の推移
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資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告）」（平成25年）
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平成15年の消費支出額を100とした各消費支出費目をみると、平成25年には「保健医療」の増加が14.1％と目立っ

ている。一方で「被服及び履物」は▲12.1％、「その他の消費支出」は▲8.5％と大幅に減少している。

【図表Ⅰ－１－１１】　消費支出の変化（平成25年/平成15年増減比率）

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告）」（平成25年）

【図表Ⅰ-１-１１】消費支出の変化（平成25年／平成15年増減比率）
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２　世帯主年齢別の消費支出
世帯主年齢別の消費支出費目の構成比をみると、「住居」は35歳未満、35 ～ 39歳でそれぞれ19.0％、11.8％と

他の年齢区分に比べて高くなっている。

「交通・通信」は、55～ 59歳と40 ～ 44歳では15％台と高いが、65歳以上になると9.2％に低下する。「被服及び

履物」は35歳未満から50～ 54歳までは5％台、55～ 64歳では4％台、65歳以上は3％台となっている。また、「教育」

では学校に通う子供を持つ年代である35 ～ 39歳の5.2％から増え始め、40 ～ 44歳で8.5％、45 ～ 49歳で13.6％、

50 ～ 54歳で11.1％と高くなるが、65歳以上になると0.3％と極端に減少する。

第一線からリタイアする人の割合が高くなる65歳以上では、「食料」が26.0％であるほか、「光熱・水道」が8.1％、

「保健医療」が6.3％と高くなっている。

【図表Ⅰ－１－１２】　世帯主年齢別費目別構成比

35歳未満

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65歳以上

都平均

食料 住居 光熱・水道 家事・
家事用品

被服
及び履物

保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他の
消費支出

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

図表Ⅰ－１－12　世帯主年齢別費用別構成比
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343,321

399,119

388,519

420,909

352,603

291,944

333,423

年平均１ヶ月
消費支出額（円）

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告書）」（平成25年）

15.5

13.3

17.0

14.9

19.6

19.1

22.4

23.2

19.3

8.9

12.3

12.2

11.9

9.8

11.3

11.7

11.7

11.4

2.1

8.5

5.2

13.6

11.1

6.3

2.3

0.3

5.3

10.7

15.1

11.8

11.4

10.8

15.3

10.6

9.2

11.3

4.9

3.9

3.7

3.8

3.7

3.7

4.3

6.3

4.7

5.7

5.4

5.2

5.1

5.8

4.6

4.6

3.4

4.6

3.6

2.6

3.8

3.0

3.0

3.0

4.3

3.6

3.4

6.2

6.2

6.5

6.3

6.9

6.7

7.2

8.1

7.1

19.0

8.4

11.8

7.5

6.0

7.8

9.2

8.3

8.9

23.4

24.1

22.8

22.5

23.3

22.3

23.4

26.0

24.1

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告書）」（平成25年）
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３　世帯人員別の消費支出
消費支出割合を世帯人員別にみると、「教育」は2人世帯ではほとんど掛かっていないが、4人世帯では11.0％、

5人以上世帯では11.3％となっている。また、「交通・通信」も2人世帯の10.0％から5人以上世帯の12.7％へと、世

帯人員が増えるほど高くなっている。一方、「住居」や「教養娯楽」、交際費や諸雑費などからなる「その他の消

費支出」は、世帯人員が少なくなるほど高くなっている。また、「保健医療」も世帯人員が少なくなるほど高くなっ

ており、2人世帯では5.4％となっている。

【図表Ⅰ－１－１３】　世帯人員別費目別構成比

資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告書）」（平成25年）
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図表Ⅰ－１－13　世帯人員別消費支出割合
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年平均１ヶ月
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資料：東京都総務局「都民のくらしむき（東京都生計分析調査報告書）」（平成25年）
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第2章 流通産業の構造特性とその変化

わが国の経済において先導的な役割を果たしている東京都には、日本経済を支える多様な産業が
集積している。なかでも、生産者と消費者の中間に位置し、両者の間の流通を担う東京の流通産業は、
非常に重要な役割を果たしている。
この章では、東京の卸売業と小売業の全体規模、構成を明らかにするとともに、業種や就業者規
模などの視点から東京の流通産業の構造特性とその変化をみていく。

第１節　東京の流通産業の規模

１　東京における流通産業
全産業を対象にした平成24年の経済センサスによると、東京の事業所数は627千所、従業者数は8,655千人となっ

ている。

このうち卸売業、小売業の事業所数は155千所で、全体の24.6％を占めている。

一方、卸売業、小売業の従業者数は1,920千人で、全体の22.2％となっており、事業所数の構成比と比べて割合

がやや低く、他の産業よりも少人数の事業所が多いことがうかがえる。

【図表Ⅰ－２－１】　都内で流通産業が占める割合（事業所数）

【図表Ⅰ－２－２】　都内で流通産業が占める割合（従業者数）

注）平成24年経済センサスでは、産業横断的集計及び産業別集計が公表されている。産業別集計の卸売業、小売業に関する集計では、集計対象が異なる場合があることから、
第２章の各図表の事業所数、従業者数等の値は一致しない場合がある。

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」

図表Ⅰ－2－1　都内で流通産業が占める割合（事業所数）

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業横断的集計〉」

卸売業、小売業
24.6%

他産業等の計
75.4%

n 627,357所

図表Ⅰ－2－2　都内で流通産業が占める割合（従業者数）

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業横断的集計〉」

卸売業、小売業
22.2%

他産業等の計
77.8%

n 8,655,267人

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」
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次に、都民経済計算により、卸売業、小売業の生産額の割合をみると、平成24年度の都内総生産額919,089億

円のうち、卸売業、小売業は193,305億円で21.0％を占めている。これは従業者数の構成比とほぼ同じ割合となっ

ている。

【図表Ⅰ－２－３】　都内で流通産業が占める割合（都内生産）
図表Ⅰ－2－3　都内で流通産業が占める割合（都内生産）

資料：東京都総務局「平成24年度都民経済計算報告書」

卸売業、小売業

21.0%

他産業等の計

79.0%

n 919,089億円

資料：東京都総務局「平成24年度都民経済計算報告書」

 2章 P13-27_cs5.indd   14 2015/04/10   14:45



1514

流
通
産
業
の
構
造
特
性
と

そ
の
変
化

第
2
章

第
Ⅰ
編

２　東京の卸売業
（１）　卸売業の全体規模と推移
平成24年の経済センサスによると、東京の卸売業は約56千事業所、従業者は約997千人、年間商品販売額は約

1,470千億円である。これらの全国シェアは、事業所数15.0％、従業者数26.1％、年間商品販売額は40.2％で、いず

れも全国1位であり、なかでも年間商品販売額は特に高いシェアを占めている。

【図表Ⅰ－２－４】　卸売業の事業所数・従業者数・年間商品販売額

次に、都内卸売業の平成11年以降の推移をみると、事業所数は平成11年の65千所が最も高く、その後、平成14年、

16年、19年と減少している。従業者数も事業所数と同様に減少が続いた。

【図表Ⅰ－２－５】　都内卸売業の推移（事業所数・従業者数）

【図表Ⅰ－２－４】卸売業の事業所数・従業者数・年間商品販売額

（注）管理、補助的経済活動を行う事務所、販売額のない事務所を含む、事業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」

事業所数（千所）

従業者数（千人）

年間商品販売額（千億円）

全国計

 372 56 15.0

 3,822 997 26.1

 3,655 1,470 40.2

東京都 全国シェア（％）

（注）管理、補助的経済活動を行う事業所、販売額のない事業所を含む。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

（注）	平成19年までは商業統計の数値。「商業統計」と「経済センサス」は調査手法等が異なるため、差数がすべて増減を示す
ものではない。

	 平成24年の数値は、管理、補助的経済活動を行う事業所、販売額のない事業所を含む。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：経済産業省「商業統計」
　　　総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

【図表Ⅰ－２－５】
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一方、年間商品販売額は平成11年の1,857千億円が最も高く、平成14年は大きく落ち込んだが、平成16年、19年

とわずかながら増加している。なお、調査手法が異なるため単純比較はできないが、平成24年の年間商品販売額

は1,470千億円となっている。

【図表Ⅰ－２－６】　都内卸売業の推移（年間商品販売額）

（２）　卸売業の業種別構成比
①　事業所数

平成24年の経済センサスをもとに、東京の卸売業の業種別事業所数の構成比をみると、「その他の卸売業」が

25.3％で最も高く、次いで「機械器具卸売業」が24.5％、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」が22.0％となっ

ている。一方、「各種商品卸売業」はわずか0.4％となっている。

【図表Ⅰ－２－７】　卸売業の業種別構成比（事業所数）

（注）	平成19年までは商業統計の数値。「商業統計」と「経済センサス」は調査手法等が異なるため、差数がすべて増減を示す
ものではない。

	 平成24年の数値は、管理、補助的経済活動を行う事業所、販売額のない事業所を含む。
資料：経済産業省「商業統計」
　　　総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

【図表Ⅰ－２－５】都内卸売業の推移

（注）平成19年までは商業統計の数値。「商業統計」と「経済センサス」は調査手法等が異なるため、差数がすべて増減を示す
　　　ものではない
　　　平成24年の数値は、管理補助的経済活動を行う事務所、販売額のない事務所を含む。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」
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1614平成11年 19 24

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－6　卸売業の業種別構成比（事業所数）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」
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②　従業者数

東京の卸売業の業種別従業者数の構成比をみると、「機械器具卸売業」が31.2％で最も高く、次いで「その他

の卸売業」が24.2％、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」が17.8％となっている。「各種商品卸売業」は3.4％

と低くなっている。

【図表Ⅰ－２－８】　卸売業の業種別構成比（従業者数）

③　年間商品販売額

東京の卸売業の業種別年間商品販売額の構成比をみると、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」が30.2％と

最も高くなっている。事業所数・従業者数の構成比が高い「機械器具卸売業」と「その他卸売業」はそれぞれ

19.9％、13.7％にとどまっている。一方、事業所数・従業者数の構成比が非常に低い「各種商品卸売業」が、販

売額では19.0％と高い割合を占めている。

【図表Ⅰ－２－９】　卸売業の業種別構成比（年間商品販売額）

図表Ⅰ－2－7　卸売業の業種別構成比（従業者数）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」

繊維・
衣服等
卸売業

9.7%

飲食料品卸売業

13.6%

建築材料、鉱物・
金属材料等卸売業

17.8%
機械器具卸売業

31.2%

その他の卸売業

24.2%

n 693,894人

各種商品卸売業　3.4%

（注）	管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－8　卸売業の業種別構成比（年間商品販売額）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」
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３　東京の小売業
（１）　小売業の全体規模と推移
平成24年の経済センサスによると、東京の小売業は約99千事業所、従業者数は約865千人、年間商品販売額は

約152千億円、売場面積は約987万㎡である。これらの全国シェアは、事業所数9.5％、従業者数11.7％、年間商品

販売額13.3％、売場面積7.4％で、卸売業同様いずれも全国第1位である。

【図表Ⅰ－２－１０】　小売業の事業所数・従業者数・年間商品販売額・売場面積

次に、平成11年以降の都内小売業の推移をみると、事業所数は平成11年の129千所が最も高く、その後、平成

19年まで減少し続けている。なお、調査手法が異なるため単純比較はできないが、平成24年には99千所と10万所

を下回っている。従業者数も、事業所数に比べると減少率は低いものの、平成11年から19年まで減少が続いた。

【図表Ⅰ－２－１１】　都内小売業の推移（事業所数・従業者数）

（注）管理、補助的経済活動を行う事業所、販売額のない事業所を含む。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

【図表Ⅰ－２－９】小売業の事業所数・従業者数・年間商品販売額・売場面積

（注）管理、補助的経済活動を行う事務所・販売額のない事務所を含む
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」

事業所数（千所）

従業者数（千人）

年間商品販売額（千億円）

売場面積（万㎡）

全国計

 1,033 99 9.5 

 7,404 865 11.7 

 1,149 152 13.3 

 13,292 987 7.4 

東京都 全国シェア（％）

（注）	平成19年までは商業統計の数値。「商業統計」と「経済センサス」は調査手法等が異なるため、差数がすべて増減を示す
ものではない。

	 平成24年の数値は、管理、補助的経済活動を行う事業所・販売額のない事業所を含む。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：経済産業省「商業統計」
　　　総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

【図表Ⅰ－２－11】
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一方、年間商品販売額は、平成11年の174千億円から、平成14年には167千億円に減少したが、その後わずかず

つ増加し、平成19年には173千億円まで戻している。なお、平成24年は152千億円となっている。

売場面積は平成11年から平成19年まで増加を続け、平成19年は1,163万㎡となった。なお、平成24年は、987万

㎡となっている。

【図表Ⅰ－２－１２】　都内小売業の推移（年間商品販売額・売場面積）

（注）	平成19年までは商業統計の数値。「商業統計」と「経済センサス」は調査手法等が異なるため、差数がすべて増減を示す
ものではない。

	 平成24年の数値は、管理、補助的経済活動を行う事業所・販売額のない事業所を含む。
資料：経済産業省「商業統計」
　　　総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

【図表Ⅰ－２－12】
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（２）　小売業の業種別構成比
①　事業所数

平成24年の経済センサスをもとに、東京の小売業の業種別事業所数の構成比をみると、「その他の小売業」が

37.1％で最も高く、次いで「飲食料品小売業」が33.1％となっており、あわせて70.2％と全体の7割を占めている。

一方、「無店舗小売業」は3.5％、「各種商品小売業」は0.3％と非常に低くなっている。

【図表Ⅰ－２－１３】　小売業の業種別構成比（事業所数）

②　従業者数

東京の小売業の業種別従業者数の構成比をみると、「飲食料品小売業」が41.7％で最も高く、次いで「その他

小売業」が27.4％で、あわせて69.1％と全体の7割を占めている。一方、「無店舗小売業」は5.5％、「各種商品小売

業」は6.1％と低いが、事業所数と比べるとやや高くなっている。

【図表Ⅰ－２－１４】　小売業の業種別構成比（従業者数）

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－11　小売業の業種別構成比（事業所数）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス卸売業、小売業に関する集計」

織物・衣服・
身の回り品小売業

16.7%

飲食料品小売業

33.1%

機械器具
小売業

9.3%

その他の小売業

37.1%

無店舗小売業　3.5%

n 67,317所

各種商品小売業　0.3%

（注）	管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－12　小売業の業種別構成比（従業者数）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。
　　　従業員数は「個人事業主」「無給家族従業者」「有給役員」「常用雇用者」の計で臨時雇用者は含まない
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス卸売業、小売業に関する集計」

飲食料品小売業

41.7%機械器具
小売業

8.8%

その他の小売業

27.4%

無店舗小売業　5.5%

n 579,975人

各種商品小売業　6.1%

織物・衣服・身の回り品小売業　10.4%
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③　年間商品販売額

東京の小売業の業種別年間商品販売額の構成比をみると、「飲食料品小売業」が25.3％で最も高く、次いで「そ

の他の小売業」が22.7％、「機械器具小売業」が21.6％と、いずれも2割を超え、高い割合を占めている。また、「各

種商品小売業」が12.7％となっており、事業所数・従業者数と比べて高くなっている。一方、「織物・衣服・身の

回り品小売業」は8.1％となっている。

【図表Ⅰ－２－１５】　小売業の業種別構成比（年間商品販売額）

④　売場面積

　東京の小売業の業種別売場面積の構成比をみると、「その他の小売業」が30.0％と最も高く、次いで「飲食

料品小売業」が29.4％で、あわせて59.4％と6割を占めている。「各種商品小売業」が16.2％、「織物・衣服・身の

回り品小売業」が15.8％と続き、「機械器具小売業」は8.6％となっている。

【図表Ⅰ－２－１６】　小売業の業種別構成比（売場面積）

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－13　小売業の業種別構成比（年間商品販売額）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所、販売額のない事務所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス卸売業、小売業に関する集計」

織物・衣服・身の回り品小売業　8.1%

飲食料品小売業

25.3%
機械器具小売業

21.6%

その他の小売業

22.7%

無店舗
小売業

9.6%

n 144千億円

各種商品小売業

12.7%

（注）管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」

図表Ⅰ－2－14　小売業の業種別構成比（売場面積）

（注）管理補助的経済活動のみを行う事務所・販売額のない事務所を除く
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス〈産業別集計〉卸売業、小売業に関する集計」

織物・衣服・身の回り品
小売業

15.8%

飲食料品小売業

29.4%

機械器具
小売業

8.6%

その他の小売業

30.0%

n 987万㎡

各種商品小売業

16.2%
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第２節　構造特性とその変化

１　卸売業の従業者規模別構成比
（1）　事業所数
東京の卸売業における従業者規模別事業所数の構成比は、「１〜４人」が44.2％で最も高く、次いで「5〜 9人」

と「10〜 49人」がそれぞれ25.1％となっている。『９人以下』で69.3％を占めるなど小規模事業所が多くなってい

る。一方、「50人以上」は5.6％にとどまっている。

【図表Ⅰ－２－１７】　都内卸売業の従業者規模別構成比（事業所数）

（2）　従業者数
東京の卸売業の従業者規模別従業者数の構成比は、「50人以上」が57.3％と最も高く、『10人以上』があわせて

84.9％を占めている。これに対し、事業所数が最も多い「１〜４人」は、従業者数では6.1％と1割にも満たない。

【図表Ⅰ－２－１８】　都内卸売業の従業者規模別構成比（従業者数）

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」

図表Ⅰ－2－17

1～4人

44.2%

5～9人

25.1%

10～49人

25.1%

50人以上　5.6%

n 55,644所

（注）出向・派遣事業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス<産業横断的集計>」

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」

図表Ⅰ－2－18

1～4人　6.1%

5～9人

9.1%

10～49人

27.6%

50人以上

57.3%

n 1,012,981人

（注）出向・派遣事業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス<産業横断的集計>」
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（3）　規模別事業所数・従業者数の増減
平成24年の従業者規模別事業所数を平成21年と比較すると、49人以下ではいずれの規模でも事業所数が減少し

ており、規模が小さくなるほど減少率も高くなっている。一方、「50人以上」では6.6％の増加となっている。

従業者数をみると、事業所数と同様に49人以下ではいずれの規模でも減少している。「１〜４人」では▲9.3％

と1割も減少した。一方、「50人以上」では23.6％と大きく増加している。

【図表Ⅰ－２－１９】　都内卸売業の従業者規模別増減率（平成24年/平成21年）

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「経済センサス＜産業横断的集計＞」（平成21年、平成24年）

【図表Ⅰ－２－19】
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２　小売業の従業者規模別構成比
（1）　事業所数
東京の小売業における従業者規模別事業所数の構成比は、「１〜２人」が35.7％で最も高く、次いで「５〜 19人」

が32.5％、「３〜４人」が22.6％となっている。『4人以下』があわせて58.3％と約6割を占める。一方、「20人以上」

は9.2%と１割に満たない。

【図表Ⅰ－２－２０】　都内小売業の従業者規模別構成比（事業所数）

（2）　従業者数
東京の小売業の従業者規模別従業者数の構成比は、「20人以上」が52.5％と半数を超えている。次いで「５〜

19人」が32.9％、「３〜４人」が8.3％と続き、事業所数の多い「１〜２人」は、従業者数では6.3％にとどまって

いる。

【図表Ⅰ－２－２１】　都内小売業の従業者規模別構成比（従業者数）

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」

図表Ⅰ－2－20

1～2人

35.7%

3～4人

22.6%

5～19人

32.5%

20人以上

9.2%

n 98,219所

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業横断的集計＞」

図表Ⅰ－2－21
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（3）　規模別事業所数・従業者数の増減
平成24年の従業者規模別事業所数を平成21年と比較すると、事業所数はすべての規模で減少し、特に「１〜２

人」では▲11.9％、「3〜 4人」では▲12.4％と大きく減少している。経営者の高齢化や後継者不足などにより、小

規模事業所が減少傾向にあることがうかがえる。

従業者数をみても、すべての規模で減少している。「5〜 19人」では▲3.7％にとどまるものの、他の規模では

いずれも1割以上の減少となっている。

【図表Ⅰ－２－２２】　都内卸売業の従業者規模別増減率（平成24年/平成21年）

（注）	出向・派遣従業者のみの事業所を除く。
資料：総務省統計局「経済センサス＜産業横断的集計＞」（平成21年、平成24年）

【図表Ⅰ－２－22】
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３　単位当たり年間商品販売額
（１）　卸売業
東京の卸売業における平成24年の1事業所当たり年間商品販売額をみると、卸売業全体では3,696百万円となっ

ており、全国の1,275百万円の3倍近くに達している。業種別にみると、食料・飲料卸売業では4,106百万円と40億

円を超えて高くなっている。また、医薬品・化粧品等卸売業と紙・紙製品卸売業もそれぞれ3,739百万円、3,715

百万円と高い。一方、身の回り品卸売業と家具・建具・じゅう器等卸売業ではそれぞれ676百万円、894百万円と

10億円を下回っている。

次に、平成24年の１従業者当たり年間商品販売額をみると、卸売業全体では193百万円で、2億円近くに達して

いる。業種別にみると、食料・飲料卸売業では210百万円と卸売業全体を上回る水準となっている。一方、身の

回り品卸売業では118百万円と他の業種に比べて低くなっている。

【図表Ⅰ－２－２３】　卸売業の単位当たり年間販売額
【図表Ⅰ－２－23】
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（注）	管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。主に消費財
を取り扱う産業分類（小分類）を抜粋して掲載。

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」
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（２）　小売業
東京の小売業における平成24年の1事業所当たり年間商品販売額をみると、小売業全体では215百万円となって

おり、全国の141百万円を上回っている。業種別にみると、機械器具小売業（自動車、自転車を除く）では562

百万円と高い。一方、家具・建具・じゅう器小売業は67百万円にとどまっている。

次に、平成24年の１従業者当たり年間商品販売額をみると、小売業全体では25百万円で、卸売業に比べると8

分の1程度となっている。業種別にみると、機械器具小売業（自動車、自転車を除く）では64百万円と小売業全

体を大きく上回っている。一方、書籍・文房具小売業や飲食料品小売業ではそれぞれ14百万円、15百万円で他の

業種に比べて低くなっている。

【図表Ⅰ－２－２４】　小売業の単位当たり年間販売額
【図表Ⅰ－２－24】
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（注）	管理、補助的経済活動のみを行う事業所、販売額のない事業所を除く。従業者数に臨時雇用者は含まない。産業分類（中
分類・小分類）を抜粋して掲載。家具・建具・じゅう器小売業は家具・建具・畳小売業とじゅう器小売業を合わせて算出。

資料：総務省統計局「平成24年経済センサス＜産業別集計＞卸売業、小売業に関する集計」
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第3章 東京の中小流通産業の経営動向

東京都産業労働局では、東京の中小企業3,875社（製造業1,125社、卸売業875社、小売業875社、
サービス業1,000社）を対象に「東京都中小企業の景況」調査を毎月実施し、業況・採算・資金繰り・
雇用状況等の指標を算出している。また、都内中小企業の決算数値を集計・分析し、業種ごとの平
均的な経営比率を算出する「東京都中小企業業種別経営動向調査」を実施している。
この章では、これらの調査結果から、都内の中小流通産業の経営動向を見ていく。

１　業況判断
都内中小企業の業況判断DI（業況が「良い」とした企業割合－「悪い」とした企業割合）をみると、全体（製

造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計）では平成20年1月以降、▲40を下回る厳しい状況が続き、平

成21年4月には▲71まで悪化した。以降は、緩やかな改善傾向をみせているものの、東日本大震災後の平成23年4

月に▲57と大きく悪化したほか、平成24年3月から9月にかけても緩やかに低下した。また、平成26年3月には消

費税増税前の駆け込み需要で▲13と大幅に改善、その反動で翌月には▲32と悪化するなど大きく変動した。平成

26年末は▲35の水準で底堅く推移している。

業種別にみると、卸売業はおおむね全体と同じ傾向をみせているが、平成20年の景気後退期には全体を下回る

水準で推移し、平成21年4月には▲76まで悪化した。また、消費税増税の前後には、平成26年3月に▲2まで改善

した一方で、4月には▲35まで悪化した。小売業は平成20年の景気後退期には全体に比べて減少幅が小さく抑え

られていたが、その後の回復は緩慢で、全体に比べておおむね10ポイント以上低い水準で推移している。東日本

大震災後の平成23年4月には▲75まで悪化したほか、消費税増税後は平成26年6月の▲56まで下落した。平成26年

末は▲50の水準で推移している。

【図表Ⅰ－３－１】　業況判断

（注）	季節調整済みＤＩ。全体は製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
	 網掛けは、内閣府設定の景気後退期。ただし2012年4月の山及び11月の谷については暫定。
資料：東京都産業労働局「東京都中小企業の景況」
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２　採算状況
都内中小企業の採算状況を採算DI（「黒字」とした企業割合－「赤字」とした企業割合）でみると、全体では

平成21年第Ⅰ四半期以降、すべての四半期で赤字企業が黒字企業を上回る状況となっている。リーマンショック

の影響で、平成21年には▲40前後の厳しい水準にあったが、その後は改善傾向にあり、平成26年第Ⅰ四半期には

▲3.4となった。平成26年の第Ⅱ四半期以降は、▲10.9、▲11.2、▲11.1とほぼ横ばいで推移している。

業種別にみると、卸売業は一貫して全体を上回る水準で推移し、平成25年第Ⅳ四半期には9.2とプラスに転じ、

黒字企業が赤字企業を上回った。平成26年第Ⅱ四半期以降は、▲1.4、▲3.7、▲3.7と赤字企業の割合がわずかに

高くなっている。小売業は一貫して全体を大きく下回って推移しており、厳しい水準にある。平成26年は消費税

増税後の第Ⅱ四半期に▲42.7と悪化し、その後は▲34.2、▲38.7と一進一退の動きとなっている。

【図表Ⅰ－３－２】　採算状況

（注）	全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
資料：東京都産業労働局「東京都中小企業の景況」
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図表Ⅰ-3-2　採算DIの推移

注：全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
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３　資金繰り状況
都内中小企業の資金繰り状況を資金繰りDI（「楽」とした企業割合－「苦しい」とした企業割合）でみると、

全体ではリーマンショック後の平成21年第Ⅰ四半期に▲39.9となって以降、緩やかながら改善傾向で推移してい

る。平成26年は第Ⅰ四半期の▲22.9以降、▲22.6、▲23.1、▲22.3とほぼ横ばいとなっており、4月の消費税増税後

も顕著な変化はみられなかった。

業種別に見ると、卸売業は平成21年第Ⅰ四半期以降、「苦しい」が「楽」を上回るマイナスの水準ではあるも

のの、一貫して全体を上回って推移している。平成26年は第Ⅰ四半期の▲15.5以降、わずかに悪化しており、第

Ⅳ四半期には▲19.9となっている。小売業は一貫して全体を大きく下回って推移しており、厳しい水準にある。

平成26年の第Ⅰ四半期は▲36.0となったが、消費税増税後の第Ⅱ四半期には▲40.8に低下し、その後は▲38.1、▲

38.8と▲40をやや上回り推移している。

【図表Ⅰ－３－３】　資金繰り状況

（注）	全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
資料：東京都産業労働局「東京都中小企業の景況」	
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図表Ⅰ-3-3　資金繰りDIの推移

注：全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
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４　雇用人員の状況
都内中小企業の雇用状況を雇用人員DI（「不足」とした企業割合－「過剰」とした企業割合）でみると、全体

では平成21年第Ⅰ四半期の▲15.5以降、「過剰」が「不足」を上回る状況が続いたが、徐々に過剰感を弱め、平成

24年第Ⅳ四半期以降は「不足」が「過剰」を上回っている。平成26年後半は10.8と横ばいで推移している。

業種別にみると、卸売業はおおむね全体と同じ傾向で推移している。平成21年第Ⅰ四半期以降、徐々に過剰感

を弱め、平成25年第Ⅰ四半期以降は「不足」が「過剰」を上回っている。平成26年は第Ⅰ四半期の10.5以降、

10.0、8.9、7.3と推移しており、不足感は弱まっている。小売業は平成21年第Ⅰ四半期以降、均衡を示すゼロ値付

近で一進一退の状況が続いていたが、平成24年第Ⅳ四半期に9.6と「過剰」から「不足」に転じて以降、「不足」

が「過剰」を上回る状況となっている。平成26年は第Ⅱ四半期の6.1以降、10.1、12.6と上昇し、不足感を強めて

いる。

【図表Ⅰ－３－４】　雇用人員の状況

（注）	全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
資料：東京都産業労働局「東京都中小企業の景況」
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図表Ⅰ-3-4　雇用人員DIの推移

注：全体は、製造業・卸売業・小売業・サービス業の4業種の合計。
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５　経営比率の状況
都内の卸売業の平成25年度の経営比率をみると、収益性については、売上高増加率が▲0.6％と前年度の0.7％

に比べ1.3ポイント減少した。また、売上高経常利益率は1.0％と前年度の0.4％に比べて0.6ポイント増加しプラス

を保つが、製造業やサービス業と比べると低く、改善過程にある。生産性については、従業者1人当たり年間売

上総利益が10,269千円と前年度の9,790千円に比べて479千円増加、他の業種に比べて高い生産性を保っているが、

売上総利益対人件費比率は54.9％と前年度の54.1％に比べて0.8ポイント増加し、悪化した。流動性・安全性につ

いては、流動比率が229.6％と前年度の223.5％に比べて6.1ポイント増加し、一般的に望ましいとされる200％を上

回っている。また、自己資本比率が35.7％と前年度の33.1％に比べて2.6ポイント増加し、他の業種に比べても経

営の安全度は高い水準にある。

次に、小売業の平成25年度の経営比率をみると、収益性については、売上高増加率が▲3.5％と前年度の▲3.9％

に比べて0.4ポイント増加したが、依然としてマイナスである。また、売上高経常利益率も▲0.9％と前年度の▲1.3％

と比べて0.4ポイント増加したものの、依然として業種別で唯一マイナスであり、ともに回復傾向がみられない。

生産性については、従業者1人当たり年間売上総利益が5,637千円と前年度の5,580千円に比べて57千円増加したが、

卸売業の2分の１程度となっている。一方、売上総利益対人件費比率は63.0％と前年度の59.8％に比べて3.2ポイン

ト増加しており、労働生産性はやや改善したが、労働分配率は悪化している。流動性・安全性については、流動

比率が232.7％と前年度の262.8％に比べて30.1ポイント減少したが、一般的に望ましいとされる200％を上回って

いる。一方、自己資本比率は6.4％と前年度の6.0％に比べて0.4ポイント増加し、かろうじてプラスであるものの、

他の業種に比べてまだ低水準である。

【図表Ⅰ－３－５】　経営比率（業種別総平均）

（注）	この経営比率は、集計された企業の平均値であり、必ずしも業種を代表するものではない。
	 （※1）製造業のみ、従業者１人当たり年間加工高
	 （※2）製造業のみ、加工高対人件費比率
資料：東京都産業労働局「東京都業種別経営動向調査報告書」（平成25年度）
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